
省エネ適判の申請、建築確認申請（提出図書）

41

国資料
P-７９

42

テキスト
P-２４



【参考】様式等の作成例

43

4月1日以降、省エネ適判申請の様式が改正されます。
テキストの以下の部分に記載がありますので、参考の上、
作成願います。

Ｐ59～【参考１】様式記載例

※Ｐ26～図面の作成の注意点も参考の上作成願います

（４） 施行日前後のお願い事項

44



テキスト
P-８

45

建築物省エネ法の申請単位は棟毎のた
め棟毎の工事着手の時期で判断します

前頁

前頁

前頁

46

建築物省エネ法関連の施行日前後における規定の適用に関する留意事項

改正法への適合を計画変更
または完了検査時に確認で
きない場合は、検査済証等を
交付することができません。



お願い事項
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確認済証の交付：３月３１日以前
工事着手 ：３月３１日以前
※住宅と非住宅の小規模建築物は現行のどおり、

３００㎡未満は説明義務、300㎡以上は届出義務

 ３月は確認申請窓口が込み合うことが予想されますので、
余裕をもって確認申請のご提出をお願いします。

 現行の省エネ物省エネ法の届出や建築主へ説明が必要です。
 申請状況によっては３月中に確認済証の交付ができず、４

月１日以降に審査がずれ込む場合があります。その場合は、
改正法の適用になり、省エネ仕様基準の審査または省エネ
適合性判定の申請（新３号建築物を除く）が必要になります。

 工事着手がわかる資料の整理をお願いします。

確認済証の交付の時期と工事着手日によって手続きが
異なります。

都市計画区域内の場合

４/１

工事
着手

申請 確認
済証

お願い事項

48

確認済証の交付：３月３１日以前
工事着手 ：４月１日以降
※原則全ての建築物に省エネ基準適合義務化

 ３月以前に４月１日以降の工事着手で確認申請を提出する
場合、省エネ基準や構造等の４号特例の部分について確認
申請時に確認する場合がありますので、改正後の法適合性
について、あらかじめ窓口に相談をお願いします。

 省エネ基準を仕様基準等以外で省エネ計算による場合は、
４月１日以降に適合性判定の申請（新３号建築物を除く）をし、計
画変更もしくは完了検査申請時に副本等の提出が必要です。

 改正法への適合を計画変更または完了検査時に確認でき
ない場合は、検査済証等を交付することができません。

 ５月以降の着手のものは、年度内は窓口が込み合うことか
らなるべく４月１日以降に申請をお願いします。

都市計画区域内の場合

４/１

工事
着手

申請 確認
済証

省エネ適合通知証
等の提出が必要

★
計画
変更

完了
検査



お願い事項
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確認申請の提出：４月１日以降
工事着手 ：４月１日以降
※原則全ての建築物に省エネ基準適合義務化

 申請様式は、改正後の様式でご提出をお願いします。確認
申請の法定審査期間は３５日ですので、工事着手の３５日前
までに申請をお願いします。

 省エネ基準を仕様基準等以外で省エネ計算で適合させる場
合は、適合性判定の申請（新３号建築物を除く）が必要です。

 構造の経過措置の適用を受ける場合も、構造関係書類の添
付が必要です。

 手数料が改正された場合、改正後の金額で納付ください。
 都市計画区域外（現行法の４号建築物の場合のみ）で４月上旬に着

工したい場合は、３月以前に申請はできませんので、提出予
定の確認申請窓口・省エネ適合判定機関等に事前相談の上、
申請をお願いします。

都市計画区域内・区域外の場合

４／１

工事
着手

申請 確認
済証

省エネ
適合
通知

50



質疑応答集 抜粋

51

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等
の一部を改正する法律（令和４年法律第69 号）に係る質疑応答集
（令和６年12月26日時点）
https://www.mlit.go.jp/common/001854758.pdf

答問

ご質問の場合については、法第11 条第1 項により「特
定建築行為」から除外されているため、省エネ基準適合
の対象ではありますが、省エネ適判は不要となります。

都市計画区域内で平屋かつ200 ㎡以下（いわ
ゆる新３号建築物）の場合、省エネ基準への
適合性審査の扱いは。

４

ご質問の場合については、建築確認申請を要する「要確
認特定建築行為」に該当しないことから、建築確認及び
検査は省略されます。省エネ基準適合義務制度において
も、基準適合の対象ではありますが、省エネ適判は不要
となります。

都市計画区域外で平屋かつ 200 ㎡以下の場
合、現行通り建築確認及び検査は省略される
と認識してよいか。省エネ基準への適合性審
査の扱いは。

５

現行制度において、居室を有しないこと又は高い開放性
を有することにより空気調和設備を設ける必要がないも
のとして政令で定める用途の建築物（例：自動車車庫、
常温倉庫、神社、寺院等）は適合義務の適用除外となっ
ており、改正後も同様です。

適合義務について、建物用途による除外規定
はあるか。

６

増改築時であっても、適用除外の判断は建築物全体で行
いますので、増改築後の建築物全体が適用除外の要件を
満たさない場合には、省エネ基準への適合や省エネ適判
手続きは必要となります。

増改築の場合、改正法施行に伴い省エネ基準
への適合が求められる対象が、増改築後の建
築物全体から増改築部分のみに変更されるが、
当該増改築部分が適用除外の要件を満たす場
合には省エネ基準への適合や省エネ適判手続
きは不要となると考えてよいか。

９

用途変更を行う場合であって、新築又は増改築に該当し
ない場合は、適合義務の対象とはなりません。

既存建築物に対して用途変更を行う場合には、
基準適合が義務付けられるのか。

16

52

１−１ 制度全般・義務付対象

Q＆A抜粋



答問

適合義務の対象は新築・増改築であり、修繕・模様替え
といったいわゆる改修・リフォームは対象外です。

改修は適合義務の対象か。１

大規模の修繕・模様替は適合義務の対象外です。大規模の修繕・模様替は適合義務の対象か。２

令和７年 4 月 1 日以降に増改築の工事の着工を行う建
築物は、増改築部分のみで省エネ基準適合が求められま
す。

増改築部分のみで省エネ基準適合を求められ
る建築物の条件について伺いたい。

３

減築と増築を同時に行った場合においても、床面積 10
㎡（予定）を超える増築を行った場合は、適合義務の対
象となります。

減築と増築を同時に行った場合、計画の床面
積が従前より増加しなければ適合義務対象外
として考えてよいか。

７

既存部分と増改築部分の室が一体となる場合でも、増築
部分について省エネ基準適合が求められ、外皮は仕様基
準に、一次エネルギー消費量は仕様基準又は計算により
省エネ基準に適合することが必要です。なお、一次エネ
ルギー消費量を計算により省エネ基準に適合させる場合
については、住宅の評価方法を「増改築部分を対象に評
価する」とすることで、新築と同様にWeb プロで計算で
きます。（2024.8 現在 試用版を公開）
なお、増築時に既設の設備を利用し、新たに設置する設
備がない場合は、当該既設設備が基準策定設備であるも
のとみなして評価を行うこととしています。

住宅において既存部分と増築部分の室が一体
となる増築の場合の取り扱いはどのように考
えればよいのか。

８

53

１−２ 増改築の扱い

Q＆A抜粋

答問

住宅の増改築における外皮性能の評価について、既存部
分と増改築部分との境界となる既存部分側の壁や床等は、
性能を把握することが困難な場合も想定されることから、
外皮については仕様基準への適合を求めています。

住宅において、既存部分の外皮に接して増改
築を行う場合（戸建住宅において既存外壁に
接して増改築を行う、共同住宅において既存
住戸と室を一体化させずに一住戸まるごと増
改築するなど）は、当該増改築部分の外皮は
標準計算が行えると考えてよいか。

９

増改築部分に対象居室が存在せず、増改築部分に設置す
る設備がない場合や、既存の設備を利用するため増改築
部分に設備を設置しない場合は、基準策定設備があるも
のとして評価を行います。
また、増改築部分に入居後に設置する場合は、新築時の
評価と同様としています。

住宅において「増改築を行った部分が省エネ
基準に適合する必要がある」について、一次
エネルギー消費量基準の計算は、増改築部分
に設備がない場合は、既存部分の設備が計算
対象となるのか。

12
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令和７年４月以降に工事に着手した建築物に対して省エ
ネ基準適合の義務が適用されます。

省エネ基準適合義務制度はいつ以降に何をし
た場合に適用されるのか。

１

貴見のとおりです。施行日以前に確認申請を提出していても着工
が施行日以後の場合は適合義務の対象となる
のか。

４

「工事に着手」とは、「杭打ち工事」、「地盤改良工
事」、「山留め工事」又は「根切り工事」に係る工事が
開始された時点を指します。

令和７年４月以降に着工する場合に基準適合
が求められるが、着工はどの時点が基準にな
るのか。

５

不要です。住宅及び小規模非住宅に係る省エネ基準適合
義務制度は「着工日が施行日（令和７年 4 月）以降」
の場合に適用されます。

令和７年３月までに着工し、令和７年４月以
降に計画変更を行う場合、省エネ基準適合及
び省エネ適判は必要か。

11

１−３ 制度全般・義務付対象

Q＆A抜粋



Q＆A抜粋
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答問

施行日前（R7.3 末まで）に着工している建築物につい
ては、その後竣工までに評価方法の変更を含む計画の変
更が生じた場合において、変更に係る手続き（変更届
出・新規の省エネ適判）は要しない運用としています。

施行日前に着工し、施行後に省エネ基準適
合の評価を仕様基準から標準入力に変更し
た場合は、省エネ適判手続きは不要と考え
てよいか。

12

令和７年３月までは改正法が施行していないことから、
法に基づく住宅に関する省エネ適判の申請をすることは
できませんが、事前相談は可能です。詳細は、申請を予
定している省エネ適判機関にご相談ください。

省エネ基準適合義務制度が開始する令和７
年４月以降に住宅の着工を予定しているが、
制度開始前の令和７年３月までに予め省エ
ネ適判の申請を行い、審査を受けることは
可能か。

13

答問

複合建築物の場合、住宅部分は住宅の基準、非住宅部分
は非住宅の基準が適応され、それぞれの基準に適合する
必要があります。住宅部分と非住宅部分の境界は壁や床
などで区分できる計画が望ましいです。
また、省エネ適判申請は建築物単位（棟単位）で要否を
判断することから、省エネ適判が必須となる非住宅部分
を含む複合建築物は、省エネ適判手続きが必要となりま
す。

住宅と非住宅の複合建築物の場合の省エネ
基準はどうなるのか（何を対象にどの基準
が適用されるのか）。
また、住宅部分を外皮・一次エネルギーと
も仕様基準により適合確認した複合建築物
については、省エネ適判手続きは必要とな
るか。

７

非住宅側では、住宅部分に面する部分は評価しません
（計算シートは未入力･空欄とする）。住宅側では、境
界部分（界壁）の熱損失を考慮して外皮計算を行います。

複合建築物の住宅部分における外皮計算に
ついて、住宅と非住宅の境界部分はどちら
に該当するのか。

８

１−４ 省エネ性能の評価（全般）

※仕様基準や省エネ計算については、国HPでご確認ください。
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テキスト
P-５７



57

テキスト
P-５８
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【参考】サポートセンターの開設

59

サポートセンターの開設

60

都道府県単位で建築士の個別サポートを行うサポートセンターを開設し、建築士等の相
談者からの求めに応じて、サポート員が個別サポートを行う。
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■ （一財）鳥取県建築住宅検査センターのサポート窓口の設置

・設計者でも安心して相談できるよう、国補助事業により、県内の指定確認検査機関で
ある「（一財）鳥取県建築住宅検査センター」内にサポート窓口を設置しています。

・まずは下記の連絡先に電話にて、サポート内容、日程等についてご相談ください。

【サポートの申込み・問合せ先】

（一財）鳥取県建築住宅検査センター

〒680－0803

鳥取市田園町3丁目375番地

電 話 :0857－21－6702

FAX ：0857－21－6703

e-mail: info＠ｔ-kensa.jp

サポートセンターの開設 ※ 受付中

（参考）改正建築物省エネ法の円滑施行に向けて、国が制度・省エネ基準や設計・工事
監理に関する問合せ窓口。

【国のサポート窓口】

62

サポートセンター及びアシストセンター


